
（様式１）

行政手続法・行政手続条例適用の申請に対する処分に係る審査基準と標準処理期間

所管課名 園芸畜産課 整理番号 2-1

許認可等の種類 漁業権行使規則等の認可、変更又は廃止の認可

漁業法第８条第６項、第７号

許認可等の概要 漁業権行使規則又は入漁権行使規則の制定、変更、廃止に係わる申請の認可

基準の制定根拠 ー

３０日

期間の制定根拠 ー

根拠法令条例等・
条項

審査基準
（未設定の場合は
その理由）

未設定(法令等の規定において言い尽くされているため)

　【参考】漁業法第８条
漁業協同組合の組合員（漁業者又は漁業従事者であるものに限る。）であつて、当該漁業協同組合又は当該
漁業協同組合を会員とする漁業協同組合連合会がその有する各特定区画漁業権若しくは共同漁業権又は入
漁権ごとに制定する漁業権行使規則又は入漁権行使規則で規定する資格に該当する者は、当該漁業協同組
合又は漁業協同組合連合会の有する当該特定区画漁業権若しくは共同漁業権又は入漁権の範囲内におい
て漁業を営む権利を有する。
２　前項の漁業権行使規則又は入漁権行使規則（以下単に「漁業権行使規則」又は「入漁権行使規則」という
。）には、同項の規定による漁業を営む権利を有する者の資格に関する事項のほか、当該漁業権又は入漁権
の内容たる漁業につき、漁業を営むべき区域及び期間、漁業の方法その他当該漁業を営む権利を有する者
が当該漁業を営む場合において遵守すべき事項を規定するものとする。
３　漁業協同組合又は漁業協同組合連合会は、その有する特定区画漁業権又は第一種共同漁業を内容とす
る共同漁業権について漁業権行使規則を定めようとするときは、水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二
百四十二号）の規定による総会（総会の部会及び総代会を含む。）の議決前に、その組合員（漁業協同組合連
合会の場合には、その会員たる漁業協同組合の組合員。以下同じ。）のうち、当該漁業権に係る漁業の免許
の際において当該漁業権の内容たる漁業を営む者（第十四条第六項の規定により適格性を有するものとして
設定を受けた特定区画漁業権及び第一種共同漁業を内容とする共同漁業権については、当該漁業権に係る
漁場の区域が内水面（第八十四条第一項の規定により農林水産大臣が指定する湖沼を除く。第二十一条第
一項を除き、以下同じ。）以外の水面である場合にあつては沿岸漁業（総トン数二十トン以上の動力漁船を使
用して行う漁業及び内水面における漁業を除いた漁業をいう。以下同じ。）を営む者、河川以外の内水面であ
る場合にあつては当該内水面において漁業を営む者、河川である場合にあつては当該河川において水産動
植物の採捕又は養殖をする者）であつて、当該漁業権に係る第十一条に規定する地元地区（共同漁業権につ
いては、同条に規定する関係地区）の区域内に住所を有するものの三分の二以上の書面による同意を得なけ
ればならない。

水産業協同組合法第５０条
昭和３７年１月３０日付３７－７２０９　水産庁漁政部長「漁場計画及び漁業権行使規則等に関する問題集送付
について」
昭和３７年１１月１３日付３７水漁第６２４２号水産庁長官「漁業権行使規則等作成について」
昭和４７年９月２２日付４７－２９０水産庁漁政部長「漁場計画の樹立に関する問答集について」 （別紙）

標準処理期間
（未設定の場合は
その理由）
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